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Abstract 
 
The objective of this study is to examine the background by which new accounting 
standards have been developed. Therefore, this paper examines AAA 1957 Revision 
first, and it examines Windal(1961a; 1961b) continuously. 
The following three conclusions were obtained as a result of these examinations. (1) 
AAA 1957 Revision can be revalued as the original form of modern accounting theory. 
Because it is said that modern accounting theory is based on Asset and Liability View, 
AAA 1957 Revision is regard as signs of Asset and Liability View. (2) Revenue and 
Expense View and Asset and Liability View cannot be regarded as confrontation 
structure, but the hybrid structure itself can be regarded as one framework. (3) Even if 
Asset and Liability View is important, Revenue and Expense View still occupies the 
central position in such a conceptual framework. 
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Ⅰ はじめに 
 
2001年 3月期より金融商品に関する新会計基準が段階的に適用されてきた。この新基準
は原則として有価証券を時価1）で評価することを求めるものである。このような新しい会計
基準が適用される理論的背景として，会計観の移行が指摘できるとも言われている2）。近代
会計理論が堅持してきた「収益・費用アプローチ」（Revenue and Expense View）から
「資産・負債アプローチ」（Asset and Liability View）3）への移行である。 
ところが，当然のことながら，全てが一瞬にして変わってしまったわけではなく，一部
が変化しつつあるだけである。取得原価主義会計4）が支配的会計実務の枠組みとして機能し
てきたのも事実であり，現在もなお，その位置付けは変化していないとも言える。例えば，
時価会計5）が企業会計の実務で実践されてきたと言われているオランダにおいてさえも，取
替価値会計よりも取得原価主義会計が支配的会計実務として選択されてきたわけである。
取替価値会計適用の代表的な企業と目されるフィリップス社も 1992年度年次決算書より，
取替価値会計から取得原価主義会計へと回帰してきている6）。 
では，会計理論としては、基礎となる会計観を「資産・負債アプローチ」へと移行させ
つつあると言われながらも，会計実務としては「収益・費用アプローチ」と親和性の高い，
伝統的会計理論を支える取得原価主義会計への回帰という現象も見られる。これをどのよ
うに理解したらよいのだろうか。例えば，取得原価主義会計は，その「意味－力」（藤井 
1997，9 ページ）を失っていないとも言えるのではなかろうか。つまり，ある部分は変わ
りつつあるものの，別のある部分は変化せずに堅持されてきたということである。そうで
あるなら，この継続している事項を検討することは，変化の意味を理解する途ともいえる
であろう7）。 
A.C.Littletonは，『会社会計基準序説』（Paton and Littleton 1940）に寄せられたコメ
ントに応える形で「会計とは測定である」（Littleton 1941，p.339）と述べている8)。また，
「収益・費用アプローチ」や「資産・負債アプローチ」という用語も，その区別の基本が
利益計算アプローチに立脚していることを想起すると，会計の中心概念として利益をとり
あげ，その測定問題に焦点を当てて考察することは今なお意味のあることと考えられる。
そこで，現代会計理論解明のワンステップとして，利益測定という面に焦点を当てて考察
するものとする。Stephan A.Zeffは，「会計的純利益に関する，歴史的原価・収益実現概
念」（the historical cost-revenue realization concept of accounting net income）（Zeff 
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1962, p.611）と近代会計における利益測定を特徴付けている。このような近代会計理論を
ベースとしながら現代会計理論は変容を続けている訳である。すなわち，現代会計理論そ
のものが，完成された最終形でないことは当然である。会計がその時の経済状況と相まっ
て，様々な様相を持って変化し続けることを想起すると，変化せずに支持され続けている
事象を検討した上で，現代的課題に取り組むべきであると考える。本稿を土台とした将来
の課題は，利益測定概念の変遷の中で，変わりなく支持され続けている部分を抽出し，様々
な変化の意味を考察する基礎を提示することにある。 
そこで，本稿では現代会計理論の源流，すなわち近代会計理論から現代会計理論への変
換点の一つとみなされている米国会計学会の会計における概念と基準に関する委員会
（Committee on Accounting Concepts and Standards）が公表した「会社財務諸表に関す
る会計および報告基準－1957 年改訂版」（以下AAA1957 年改訂会計原則と呼ぶ）9）の利
益測定構造を再検討する。この検討を通してAAA1957年改訂会計原則は，資産・負債アプ
ローチの萌芽形態の一つであることを明らかにする。次に，AAA1957年改訂会計原則で提
示されている利益測定構造を深化させたとみられるWindalの所論を検討することで，現代
会計理論につながる流れの端緒を具体的に検討する。これらの検討過程を通して，
AAA1957年改訂会原則が提示する利益測定構造は，資産・負債アプローチを貫徹させたも
のと言えず，収益・費用アプローチとのハイブリッドな概念フレームワーク10）を提示して
おり，このことこそが現代会計理論の萌芽とみることができるという点を指摘する。 
 
 
注） 
1) 時価概念の変遷等については，さしあたり辻山（2001）を参照されたい。 
2) 例えば，古賀（2000, 6ページ）を参照されたい。また，収益・費用アプローチから資産・負債アプ
ローチへの移行に警鐘を鳴らすものとしては，新田（2001a; 2001b）を参照されたい。 
3) 例えば，FASB（1976. par.31）では，“asset and liability view”の他に，貸借対照表アプローチや資
本維持アプローチと併記されており，“revenue and expense view”は，損益計算書アプローチや対応
アプローチと併記されている。また，“asset and liability view”と“revenue and expense view”の訳
語については，統一したものは見受けられない。本稿では藤井（1997, 53-55ページ）の解釈に従う
ものとする。 
その上で，資産・負債アプローチにおける利益は，企業の富または正味資源の増加分と捉え，収益・
費用アプローチでは，企業または経営者の経常的業績指標または成果指標と捉える（徳賀 2000, 124
ページ）。 
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また，武田（2001）では，エンティティの観点から，企業が産み出す情報がどのような役立ちのも
のと位置付けられるかとして，「原価主義会計をベースとして成り立つプロダクト型会計理論」と「時
価会計をベースとして成り立つファイナンス型会計理論」に区分して論じられているものもある。 
4) 本稿で，一般に「取得原価主義会計」と言われているものは，例えば Previts and Merino （1998）
が「歴史的原価配分モデル」（historical cost allocation model）と表現しているものに相当すると
考えている。 
5) 時価会計という用語は，いわゆる取得原価主義会計に対立する用語として用いられるわけであるが，
そこで，用いられる時価には様々な時価が考えられる。代表的な先行研究として Edwards and Bell 
（1961）があり，価値概念が以下のように一覧表の形式で示されている。 
価値概念の一覧表 
資産形態と場所 
評価時点と市場 初期のインプット 現在の形態 最終の形態 
エントリー 歴史的原価 見捨てられた代案 不適格 
過 去 
エグジット 見捨てられた代案 見捨てられた代案 不適格 
エントリー カレント・コスト プレゼント・コスト 不適格 
現 在 
エグジット 不適格 機会原価 カレント・バリュー 
エントリー ありうべき取替原価 ありうべき取替原価 不適格 
将 来 
エグジット 不適格 ありうべき販売価値 期待価値 
Edwards and Bell（1961，p77）の TABLE3を一部修正 
6) オランダの会計実践の変遷については，さしあたり久木田（1994a; 1994b; 2000）等を参照されたい。
また，特にフィリップス社の取替価値会計の変遷と取得原価主義会計への変更およびその効果につい
ては，久木田 （1996）に詳しい。 
7) このような分析手法は，久木田（1971）に負うところが大きい。 
8) SFAC，No.5, par.65.（FASB 1984）では，測定可能性について次のように述べられている。「資産，
負債，および持分における変動は，十分な信頼性を持った貨幣単位で数量化されうる目的適合的な（測
定）属性を有していなければならない。測定可能性とは，目的適合性と信頼性の 2つと共に検討され
なければならない」。これを受けて，本稿では，測定をその測定属性の選択問題を含んだ価格付けと
して把握することにする。なお，この点に関しては，藤井（1997, 25 ページ）に示唆に富む指摘が
ある。 
9) 「AAA1957 年改訂会計原則」という以上，改訂前の諸原則（AAA1948 年ステイトメント等）との
関係を現代的視点から改めて整理することも必要であると考える。例えば，AAA1957年改訂会計原
則の作成に携わった委員長の Mautz は，AAA1948 年ステイトメントの有用性も当然認めており，
「（1957年改訂会計原則作成の際に，1948年ステイトメントは…引用者）非常に役立つものと思っ
ており，我々はそれを相当用いた」（Mautz 1957, p.547）とコメントしたことからも，このような
整理の必要性は容易に理解できるが，アメリカにおける会計原則等の変遷については，稿を改めて検
討することにする。 
10) 本稿でいうところの概念フレームワークとは、一般的な意味ではなく、「将来の財務会計基準および
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財務会計実務の基礎となり、そしてやがては現行の財務会計基準および財務会計実務を評価するため
の基礎として役立つような諸概念および諸関係」（FASB 1978.par.3）として捉えている。その上で、
概念フレームワークを会計上の「憲法」として捉え、会計観を、概念フレームワークを支える基礎的
な接近法と捉えている。かかる理解は、藤井（1997, 36-37ページ）によるところが多い。なお、概
念フレームワークに関しての史的な展開も含めた先行研究として津守（1999）がある。 
 
 
Ⅱ AAA1957年改訂会計原則 
 
１ 全体構成 
 
本節では，AAA1957年改訂会計原則が提示した利益測定構造の再考に先立ち，資産・負
債アプローチの萌芽とも言われるAAA1957年改訂会計原則1）の全体構成を把握することに
する。 
AAA1957年改訂会計原則に関しては，その中の「実現」の定義や「資産」の定義のみが
取り上げられることも多いようであるが，それらは，重要であるとしても，あくまでも全
体像の一部として位置付けられている訳であり，最初にその全体構成の把握が必要である。
そこで，利益測定構造そのものの検討に入る前に，AAA1957年改訂会計原則の全体像を把
握しておくことにする。 
AAA1957年改訂会計原則は，全体で 6つのパートに分かれている。 
先ず，序論では，当報告書の目的を①会計の基本的諸概念（the concepts fundamental to 
accounting）の提示と②株主や他の会社企業に利害関係を有する者に対する，一般的目的
の報告書が従うべき諸基準を提示すること（AAA 1957, p.536），としている。つまり，
AAA1957 年改訂会計原則は，その名称（Accounting and Reporting Standards for 
Corporate Financial Statement-1957Revision）からも理解されるように，会社財務諸表
に焦点を当てた上で，その基本的部分（章立ての上では第Ⅱ章の基礎的諸概念）とそれ以
降（ⅢからⅥ章にかけて）の諸基準との２つに大別して理解することができる。さらに諸
基準は，その測定基準と表示基準の 2つに分けて論じられ，結果として〔図－1〕の右側に
まとめたように 3層構造として把握される。 
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〔図－1〕全体構成 
フィルター 秩序あるフレームワーク 
AAA（1957, pp.536-537）より作成 
（Ⅰ～Ⅵは原文に対応） 
 
AAA1957年改訂会計原則では，会計の機能を「（企業）活動の理解に不可欠な情報の蓄
積と伝達（AAA 1957, p.536）」と把握している。さらに「会計学は，概念と基準に関し
ての明確なフレームワークの中で発展しなければならない」（AAA 1957, p.536）もので
あると考えられている。このような意図の結果導き出されたものを整理すると，図に示す
ような 3 層構造として提示できるというものである。特徴的なのは，現行（当時の）会計
実務として存在している経験から生み出された諸慣行から，あるフィルターを通して，「秩
序ある会計」（AAA 1957, p.536）としての 3層構造を導き出しているという点である。
このフィルターが「会計報告諸表」（accounting reports）（AAA 1957, p.536）における
表示という意識である。このようなフィルターを通して会計実務の諸慣行を篩いにかけ，
秩序だったフレームワークとして構築されたものが AAA1957年改訂会計原則である。 
 
２ 基礎的諸概念 
 
このフレームワークにおいて，財務諸表は経験から生みだされた諸慣行（conventions）
に基づいていると指摘している。そのうえで，会計慣行の根底にある基礎的諸概念として
「企業実体（Business Entity）」，「企業の継続性」（Enterprise Continuity），「貨幣
的測定」（Money Measurement），「実現」（Realization）の 4つ2）を挙げている（AAA 
1957, pp.537-538）。 
AAA1957 年改訂会計原則では，基礎的諸概念（concepts）と諸慣行（conventions）は
Ⅰ  序論 
Ⅵ  開示基準 …表示基準 
経験から生
み出された
諸  慣  行 
Ⅳ  利益の決定 
Ⅲ  資産 
Ⅱ  基礎的諸概念 
…測定基準 
…基礎 
Ⅴ  持分 
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同一レベルのものと考えられている訳ではない3）。この点に留意した上で，各基礎的概念を
明らかにしておく。 
「企業実体とは，公に表明されたあるいは暗黙に前提されている，ある種の目的を達成
するために組織された，企業－経済的諸財および役務ならびに一群の人々の集合体－の一
単位の意味である」（AAA 1957, p.537）ことから，記録や財務諸表の「対象範囲を規定
する基盤」（AAA 1957, p.537）を提供する基礎的概念である。 
企業の継続性の基礎的概念では，「企業の全般的状況の継続を前提」（AAA 1957, 
p.537）としており，それゆえ，「企業の諸資産はその取得のときに予定された一般的な用
途に対して引き続き効用を有するものと期待され，またその諸負債は満期時償還されるも
のと予定されている」（AAA 1957, p.537）のである。ここで，指摘しておかねばならな
い点は，資産や負債の取得時の予定が継続するものとみなされていることである4）。重要な
ことは，取得時の予定が 100％変化しないままにあることを前提としているかのように理
解できる点である。通常，取得時の予定が 100％変化しないままであるとすることには無
理があろう。取得後に予定されていた効用が変化することは想像に難くない。後述するこ
とになるが，この概念を基礎として，資産や負債，ひいては利益の測定問題が論じられる
ことになる。 
貨幣的測定の基礎概念では，貨幣単位を「最も単純な最も適応性のある公分母であり，
その利用は効果的報告に不可欠な集計および比較を容易とする」（AAA 1957, p.537）と
して，その必要性を指摘している。もちろん，貨幣的測定を行うということは，種々の制
約を受けるということでもあるわけでこの点も把握した上で，「価格は，少なくとも交換
時の価値を示し，またそのようなものとして事業上の資料を会計上数字的に捉えるにあた
って大きな助けとなる」（AAA 1957, p.538）と考えている。ここで注意すべき点は，「交
換時の価値」の有用性を認識している点である。さらに，この点を説明し取得時と決済時
にタイムラグがある場合には，「実質的な交換価格は予想される決済金額を適切な利率で
その現在価値に割引いたもの」（AAA 1957, p.538）という考え方を入れていることは，
特筆に価する。 
最後に挙げている基礎的概念は実現である。実現の本質的な意味は「資産または負債に
おける変化が，会計記録上での認識（recognition）を保証するのに十分に確定的（definite）
で客観的（objective）になるということ」（AAA 1957, p.538）として，資産および負債
の認識規準としての位置付けを実現という基礎概念に与えていることが理解される。その
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際，実現の要件として考えられているのが，①確定性と②客観性である。すなわち，確定
的でかつ客観的であれば，資産・負債の変動として認識されるということである。それゆ
え，この実現という認識規準が経済環境の変化によって変容しうる可能性について既に言
及しているのである。また，ある経済事象と考えられる事柄のうち，確定的でない，ある
いは客観的でないものは，資産・負債の変動として認識されないということになり，ここ
に未実現の存在を暗示しているとも言える。この関係を図示したのが〔図－２〕である。 
 
〔図－２〕実現概念の役割 
認識規準 
実 
現 
概 
念 
実現部分 
客観的 
未実現部分 
経 
済 
事 
象 
［要件］ 
確定的 資産・負債の変動として 
（財務諸表上）認識 
（財務諸表上）認識されない 
AAA（1957, p.538）より作成 
 
以上のように，AAA1957年改訂会計原則では，4つの基礎的概念が提示されている。当
委員会のチェアマンであったMautzの次のような言葉から，この基礎的諸概念の性格が理
解できる。 
「これらの諸概念や諸基準は，発見されさえすればよい。それらは既に存在しており，
発明される必要はない。」（Mautz 1957, p.550） 
すなわち，AAA1957年改訂会計原則では基礎的諸概念は，財務諸表を作成するための「経
験から生みだされた諸慣行」から抽出されたエッセンス部分と考えられる5）。 
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３ 資産の定義と測定 
 
AAA1957年改訂会計原則は上記のような基礎的諸概念をベースとした上で，財務諸表を
公表していくに当たっての資産をはじめとする各種測定規準をとりあげている。そこでは，
「わざとルール（rules）を書くのをやめた」（Mautz 1957, p.551）のであり，会計実務
の指針となることを目指したものである6）。 
AAA1957年改訂会計原則では，財務諸表上で報告されるものの中で，最初に資産を定義
し，この概念を基礎としてフレームワークを形作っている。この意味で，資産の定義が財
務諸表中の中心的定義として捉えられているという位置付けが理解される。 
資産とは，「特定の会計実体の中で企業目的に充てられた経済的資源」（AAA 1957, 
p.538）であり，「予想される活動に利用されたり役立ったりするサービス・ポテンシャル
の総計である」（AAA 1957, p.538）と定義づけられている。 
また，資産の取得方法やその存在形態が多岐にわたるため，認識，分類，測定のための
種々の規準があるとしている。 
認識規準については，「実現の概念が資産増加の認識のための一般的な基準（standards）
を提供する」（AAA 1957, p.539）として，実現規準を資産の認識規準と捉えている。ま
た，測定基準に関しては，資産価値ということに重きを置き，「資産の価値は，そのサー
ビス・ポテンシャルの貨幣等価額」（AAA 1957, p.539）と述べている。そこで，「サー
ビス・ポテンシャルの貨幣等価額」がどのように測定されるかが問題となるわけであるが，
これは，「確率と利子率によって現在の価値に割り引かれた～（中略）～将来の市場価値
の総額」（AAA 1957, p.539）であると規定されている。しかしながら，AAA1957年改訂
会計原則では，「このような価値の概念は，～（中略）～抽象的概念である」（AAA 1957, 
p.539）として，「資産の測定は他のより実行可能な手法によって一般的にはおこなわれる」
（AAA 1957, p.539）と述べている。 
特に，資産測定に関する AAA1957年改訂会計原則は，Mautzの言葉を借りると次のよ
うに言える。AAA1957年改訂会計原則は，資産測定の基礎として価値の本質や有用性を認
識しながらも「会計の適切な基準（basis）として原価の放棄を表しているのではない」
（Mautz 1957, p.552）のであり，「原価の利用を他の測定基準（bases）に対する適切な
関係にしている」（Mautz 1957, p.552）だけで，「あるもの（測定規準…引用者）は理論
的に好ましく，またあるもの（測定規準…引用者）は実務的により有用である」（Mautz 
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1957, p.552）ということである。 
このような AAA1957 年改訂会計原則の注目すべき第 1 点は，資産がその目的との関連
で論じられていることであり，第 2 点目は，企業の将来予想される活動との関係で資産が
論じられ，当該資産はそのサービス・ポテンシャルを現在評価したものと考えられている
点である。 
第 1 点目は，所有される資産の測定について，当該資産の所有目的によって，捉えかた
（測定属性）が変化するという考えに途を開くものである。資産という大きな概念の中で，
例えば事業投資として保有されている建物と，金融投資として保有されている有価証券の
持つ意味の違い等である。 
加えて，第 2点目との関係で述べると，AAA1957年改訂会計原則では，サービス・ポテ
ンシャルの貨幣等価額は，確率と利子率によって現在価値に割り引かれたものであり，
Staubus は「将来キャッシュ変動割引額」（discounted future cash movements）
（Staubus 1958, p.11）と呼んでいる。「貨幣性資産の金額は，認識可能，測定可能で相
当に確実な回収や現金の入手可能性に基づくべきである」（AAA 1957, p.539）と述べて
いる。これは，資産の認識規準たる実現規準を満たしていることを条件に，測定可能性を
持っていることが第 1 義的に求められているということである。すなわち，必ずしも，取
得原価による評価を強制したり，市場価格による評価を否定したりしているわけではない。
したがって，例えば有価証券における市場価格による評価（測定）を容認するものである
とも言える。 
一方，棚卸資産や固定資産などの非貨幣性資産については，「貨幣的測定を正確には行
い難い」（AAA 1957, p.539）と，サービス・ポテンシャルたる（取得時の）資産価値測
定の困難性を指摘している。その上で，この種の資産は通常取得原価で表されているとす
る。その理由は，「取得原価は，取得時点における将来の用役見積もりの満足すべき定量
化であると見なされている」（AAA 1957, p.539）と考えているからである。すなわち，
取得時点ではサービス・ポテンシャルの正確な測定は困難なものの，近似的には非貨幣性
資産を取得原価で評価することで，サービス・ポテンシャルを貨幣的に測定したものと見
なすことができるという考えである。また，これらの資産が事業投資として保有されてい
る限りは，その保有目的が変更していないので，期末等における再評価もいらず，当該資
産における変化も認識される必要はないということである。 
また，非貨幣性資産でも実現規準が適用され，減価，減耗，陳腐化などの要因によって，
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資産の変動が認識され，結果として取得原価が修正される。では，例えば固定資産の保有
中における時価の変動（保有損益）は認識しないのだろうか。この点については，先ほど
も述べたように，固定資産の保有目的，すなわち，事業投資としての保有目的が変更され
ていない限り，当初の事業に拘束されているわけであり，時価の変動等は関係なく，資産
の変動とみなす必要もないということである7）。 
AAA1957年改訂会計原則は，あえて具体的な会計処理を詳述しないことで，その指針性
の確立を目指したものであったとも言えるが，資産に関する記述でもその点が強調されう
る。資産の認識規準として実現規準を位置付け，その測定にはサービス・ポテンシャルと
いう考え，すなわち現在割引価値を導入している。 
ここで，さらに強調されなければならない点は，資産の保有目的に応じて，実現という
概念を用いて資産を認識するという点である。近年，会計処理の方法として採用されてき
た金融資産への時価評価や，投資不動産への時価評価の動きは，その保有目的と絡んで，
時価（市場価値や割引現在価値）での評価への途を拓くものである。この点こそが AAA1957
年改訂会計原則をもってして，金融商品や投資不動産への時価評価の「萌芽」と捉えてい
くことを可能にするものであろう。 
 
４ 利益測定構造 
 
ここでは，AAA1957年改訂会計原則で考えられている利益測定構造を概観し，次に，ど
のような役割を持った利益を想定し，その利益がどのようにして測定されるものと考えら
れているかについて，より詳細に検討した上で，その利益測定構造が持つ現代的含意につ
いて考察する。 
AAA1957年改訂会計原則では，期間損益計算という点から利益の決定作業を「見積数値
の利用と判断の行使とを必要とする複雑な会計作業」（AAA 1957, p.540）と把握してい
る。利益そのものは「実現純利益」（realized net income）として考えられている。この
実現純利益の役割は，「営業単位として企業の効率を測定する」（AAA 1957, p.540）と
いうことである。また，実現純利益は「純資産における変動」（AAA 1957, p.540）とし
て把握される。そこで，この変動は，「(a)収益と費消済原価の対応による過不足額や(b)
販売，交換およびその他の資産の転換から生じている利得もしくは損失」（AAA 1957, 
p.540）として測定される。 
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まず，AAA1957年改訂会計原則で考えられている利益は，あくまでも企業効率の測定が
できる成果指標としての利益を想定しているといえる。それゆえ，考えられている利益は，
実現した
．．．．
利益ということである。ただ，この実現した利益をどのように導出するかという
ことについては，やや問題がある。 
AAA1957年改訂会計原則は，基礎的諸概念をベースとしながら，各種測定規準の中でま
ず資産についてその測定規準の指針を与え，そこから秩序ある体系を構築しようとしてい
る定義指向型の会計原則である。そうであるからこそ，概念的には資産の定義を先に行っ
た上で，利益を「純資産における変動」たる差額概念として把握するのである。そこでは
利益が測定され，当然に資産と負債に実現規準を適用した結果の「純資産における変動」
として把握するということである。つまり，AAA1957 年改訂会計原則では，概念的には，
利益を企業の富または正味資源の増加分と考え資産・負債アプローチにより，純資産にお
ける変動として構築されてこそ，秩序ある首尾一貫した会計体系と言えるのではないだろ
うか。 
しかしながら，AAA1957年改訂会計原則においては，概念的には「純資産における変動」
としながらも，その具体的な測定方法については，収益と費消済原価の対応によって利益
を導出するという収益・費用アプローチに基づいた測定方法を採用している。 
このように AAA1957 年改訂会計原則を見ると，かなり混乱が見られるという指摘がで
きるかもしれない。 
しかしながら，AAA1957年改訂会計原則で考えられている利益が「実現純利益」という
ことを想起すると，「純資産における変化」という資産・負債アプローチによる利益も結
果として実現というフィルターをかけることにより，収益・費用アプローチによる利益と
同じものと考えられていたと言えよう。この関係を図示すると次のようになる。 
すなわち，資産・負債アプローチによる利益と収益・費用アプローチによる利益が同じ
ものと考えられている訳である。このため，AAA1957年改訂会計原則において，資産の定
義を「サービス・ポテンシャルの総計」としながらも，客観的測定を重視し，「実現の概
念が資産増加認識のための一般的な基準を提供する」ということから，「用役可能性説の
提唱と実現規準に基づく資産の客観的測定の強調という二元的論理構成（藤井 1997, 95
ページ）」との指摘も出てくる訳である。 
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〔図－３〕実現損益の導出過程 
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会計上の「概念が究極的にはその操作性を離れては論じられない（辻山 1983, 255ペー
ジ）」のであり，言い換えると会計の概念的フレームワークと，利益の把握に結びつく個々
の具体的な測定との間は，常に完全に一致する訳ではなく，また複雑な経済環境の影響を
受け絶えず変化するものであろう。土台となる利益概念に実現規準というフィルターをか
けることによって，具体的測定との間の一致を保とうとしたのが AAA1957 年改訂会計原
則であると言える。従って，1957年会計原則が利益の決定に際して「複雑な会計作業」と
指摘している含意は，単なる期間配分による見積数値の利用等だけではなく，会計上の利
益概念とその適用としての実際的測定問題の乖離を暗示しているとも言えるであろう。 
このように，資産の定義面では用役可能性説を唱え，資産変動の認識規準として実現概
念を導入した上で，利益は純資産の変動として測定されると概念上は考えている。しかし，
具体的な利益測定方法としては，収益と費用との対応による利益測定方法を採用している
のは，いかなる理由によるのか。この点を検討するには，当時の支配的会計実務（理論）
を思い出してみると良いのではないか。当時はまだまだ『会社会計基準序説』（Paton and 
Littleton 1940）などの理論的影響を強く受けており，「会計的純利益に関する，歴史的原
価・収益実現概念」（Zeff 1962, p.611）をその特徴としていたわけである。このような環
境の中で，AAA1957年改訂会計原則は，経験から生み出された諸慣行の中から，会計基準
として体系付けるものを発見していこうとする作業を通して構築されたものである。 
この点で，理論面では，資産・負債アプローチとして利益測定面に関する「萌芽」と見
ることができる。しかしながら，現在変化しつつある会計基準の測定面を俯瞰すると，到
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底資産・負債アプローチが会計理論として貫徹しているとは言えない8）。いまなお，収益・
費用アプローチと言われる部分が色濃く残っている。このような点からも，「過去におい
ても現在においても収益費用中心観による会計処理と資産負債中心観による会計処理との
『ハイブリッドな状況』（徳賀 2000, ページ）」は変わりないという指摘もできる。それ
ゆえ，AAA1957年改訂会計原則の現行会計基準に対する指針性を再発見することができる
のである。 
以上概観してきたように，AAA1957年改訂会計原則には，資産・負債アプローチを理論
的基礎におく利益測定面の「萌芽」を認めることができる。また，その構造としては，資
産・負債アプローチと費用・収益アプローチの「ハイブリッドな状況」を呈しているとい
う点で，現行基準の体系に対するやはり「萌芽」と見ることができるであろう。そうであ
るならば，AAA1957 年改訂会計原則に当時寄せられた様々な見解等を再検討することは，
現在の会計基準等考察し，その変化の意味を考察していく上でも，必要なことであると言
える。 
 
 
注） 
1) 例えば，徳賀（2000, 122ページ）においても，AAA1957年改訂会計原則に対してこのような位置
付けがなされている。 
2) AAA1957年改訂会計原則における基礎的諸概念を検討している先行研究として諸井（1958），江村
（1958），高橋（1958）がある。 
3) 例えば，諸井（1958）では，AAA1957年改訂会計原則における基礎的諸概念とギルマンの挙げたコ
ンベンションとを比較して論じておられる。 
AAA1957年改訂会計原則においては「財務諸表は経験から生みだされた諸慣行（コンベンション）
に基づき，会計上の諸慣行の根底にあるものがいくつかの（基礎）概念である（AAA 1957, p.537）」
として，ギルマンの言うコンベンションは，AAA1957年改訂会計原則では，基礎概念に相当するも
のである。 
4) 現在問題となっている企業の合併や分割ということに伴い，会計報告の単位等が継続せず変化してい
くといういわゆる「ニュー・ベイシス会計」については稿を改めて検討したい。なお，ニュー・ベイ
シス会計については，さしあたり平松（2000）を参照されたい。 
5) 各基礎概念相互の関係，すなわち，並列的関係であるとか，あるものについては上位概念であるとか，
あるいは相互に有機的関係にあるとかについては，ここでは深く立ち入らないこととする。 
6) AAA1957年改訂会計原則では，「この先何年かに渡って」（Mautz 1957, p.549）も支持されるで
あろうという考えを提示したものである。例えば，Mautz による次の表現からも，その指針性が理
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解される。 
「我々は皆さん方が 1957年ステイトメントを読み，それを批判し，基礎としてそれを用い，そして
あらゆる方面に応用するよう希望します」（Mautz 1957, p.551） 
7) 金融商品も，換金が売上債権に比べて特に制約されない限り，実現利益の計算上同等に扱われるべき
であると考える。金融商品の換金が制約されないというのは，市場の存在というより，事業目的に制
約されていないということである（斉藤 2001, 219ページ）。 
8) 例えば「測定に関しては，FASBも IASCも，すべてのストックの決算時点での再評価を要求してい
る訳ではなく，一部のストックの再評価を要求している（または認めている）という状態にある」（徳
賀 200, ページ）と言える。 
 
 
Ⅲ Windal1）による実現純利益 
 
AAA1957年改訂会計原則で考えられている利益は，実現純利益であった。この実現純利
益は，概念的には資産・負債アプローチによる純資産における変動と規定されながらも，
その具体的な測定方法としては，収益と費消済原価の対応によって利益を導出するという
収益・費用アプローチに基づいた測定方法を採用していた。本章では，AAA1957年改訂会
計原則に掲げられた実現概念に基づいてその理論を展開したWindalの所論（Windal 
1961a; 1961b）における利益概念および計算構造を検討する。その上で，そこに示された
所論がAAA1957年改訂会計原則を深化させたものであることを明らかにし2），現行会計基
準の，より具体的な萌芽形態であることを指摘したい。 
 
１ Windalの利益概念 
 
Windal（1961a; 1961b）は，AAA1957年改訂会計原則の実現概念に依拠しながら，そ
の実現概念を深く検討していく過程で，利益の決定にも言及している。そこで本節では，
まず始めにWindalの実現概念の理解を通した利益概念を明らかにすることを目的とする。 
Windalが依拠したAAA1957年改訂会計原則の基礎概念で述べられた実現概念は次のと
おりである。 
 
「実現の必須の意味は，資産や負債における変化が勘定で認識を保証す
るのに十分に確定的で客観的になるということである。この認識とは，
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独立した当事者間の交換取引や既定の商業実践やほとんど確実である
と思われている契約行為との関係にかかっている。それは，銀行システ
ムの安定性や商売上の合意に対する強制力や，資産を他の形に変換する
ことを容易にする高度に組織化された市場の能力次第である。」（AAA 
1957, p.3） 
 
これ以前の実現に関する定義3）は受領される資産の種類に関して相違があるものの，何ら
かの資産の受領をもって実現と考えているのに対して，このAAA1957年改訂会計原則によ
る定義は，特定種類の資産の受領や，企業製品・商品の引渡しに限定されていないことが
特筆されるべきだと述べ，キーポイントとなるのは，勘定での認識を保証するのに十分に
確定的で客観的になると推定できる変化（presumably any change），つまり資産や負債
における変化であると指摘する（Windal 1961b, p.250）。そこで，収益や利益などの各項
目も「資産や負債における変化の結果」（Windal 1961b, p.250）であり，「このような各
変化は，その変化が勘定での認識を保証するのに十分に確定的で客観的になる時に『実現
される』」（Windal 1961b, p.250）という。すなわち，Windalにおいては「利益は資本
拠出を除いた，純資産の増加として定義される」（Windal 1961b, p.256）のであるが，
Windal自身も指摘しているように，これは実現した利益の定義ではなく，一般的な利益の
定義である（Windal 1961b, p.256）。したがって，Windalが想定している利益概念は次
のようになる。 
 
〔図－4〕Windalの想定する利益概念 
「一般的」利益 
「実現」利益 
 
しかしながら，Windalは，一般的利益のうち実現されていない利益4）については，特に
直接具体的には言及していないのである。例えば，「一般的利益＝未実現会計利益+実現利
益」という関係が成り立つとまでは言及していない。ただ，〔図－4〕でも明らかなように，
実現されていない利益の存在を認めていることは確かである。このことは，次の分析を通
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して一層明らかになる。 
Windalは，会計上の利益を考察するのに先立ち，経済的利益5）と法的利益6）とを比較検討
し，次のような一覧表にまとめている。 
 
〔表－1〕利益のライフサイクル 
 利益のタイプ 初期段階 確定的 最終段階 
経      済    
会      計    
ラ 
イ 
フ 
ス 
パ 
ン 法      律    
経      済 ×   
会      計  ×  
実 
現 
時 
点 
法      律  ×  
Windal（1961a, p.41）の CHART１を一部修正 
 
この〔表－1〕から理解されるように，Windal の想定している利益は，その存在として
は経済的利益と同一視されている。認識された，すなわち勘定に記載される利益は法的な
利益と同じと考えているのである。 
Windalの利益に関する理解の特徴は，その経済的な利益の存在に対しての注目である。
したがって，会計上の利益の定義としてBowersやMayの定義7）を引用し，それらが経済的
な観点から不十分であると批判するのである（Windal 1961a, p.42）。 
Windalは経済的利益概念に依拠している。しかしながら，その具体的な利益の測定とい
う面では，「勘定で認識を保証するのに十分に確定的で客観的」（AAA 1957, p.3）である
ために，直接的に資産を測定するという方法は採用せず，収益と費用との差額として利益
を算定する。すなわち，資産・負債アプローチではなく，収益・費用アプローチを採用す
るのである。Windalは，収益や利益項目を資産や負債における変化の結果と定義づけして
いる。しかしながら，資産や負債を直接的に測定はせずに，「収益を何か流出するものと
いうよりも，むしろ何か流入するものとして考える方がより良い」（Windal 1961a, 
pp.36-37）ということであると考えているのである。その流入するものを測定しようとす
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る点において，すなわち，流入するものに対応する流出する費用との差額で利益を測定す
るということから，Windalの所論では，理論的な資産・負債アプローチの貫徹はないとも
見ることができる。 
Windalにおいて，収益の具体的な測定については，「何か流入するもの」として把握す
るほうが良いという理由は，明確には示されていない8）。また，上記のような資産・負債ア
プローチが貫徹されていない理由の一つは，当時の支配的会計実務を重要視したためであ
ろう。Windalは当時の実務を理論化しようとして実現概念を用いたのであり，実現の本質
を実務的な測定可能性（measurability）や永続性（permanence）という面に求めたので
ある。この時の収益や費用は実現されたものを想定するのであるが，これは，会計上の利
益を法的な利益概念に近接させるために，経済的利益をスクリーニングする道具として実
現概念を位置付けたとも言えよう9）。 
以上検討してきたように，Windalの想定する利益は，結果として法的な利益に近接させ
たものとなりながらも，利益の存在自体は，経済的利益を意識したものとなっている。こ
れは，資産・負債アプローチと費用・収益アプローチの混在とも言える。しかしながら，
このことを以って，理論的矛盾と言えるかどうかは，いま少し検討が必要であろう。 
 
２ AAA1957年改訂会計原則からの深化 
 
Windalは AAA1957年改訂会計原則に依拠して理論を展開しているため，その理解を深
めたものであると言える。一方で，より具体性を持たせた議論を展開するがゆえに，会計
利益として実現利益の算定と実現されていない利益の存在という二面性を特徴とする
AAA1957年改訂会計原則が抱える問題点を顕在化させたとも言える。 
AAA1957年改訂会計原則は，実現純利益にのみ言及しているものである。実現されてい
ない部分（未実現利益もしくは実現可能利益）については具体的に論及していない。第Ⅱ
章でも触れたように，利益概念の把握とその具体的利益測定構造を詳細に検討すると，そ
の含意されている部分が浮かび上がる。これが，実現されていない利益部分について，そ
の存在を認めているということである。 
この AAA1957年改訂会計原則の理解を進めたのがWindalである。Windalは，利益を
AAA1957年改訂会計原則に依拠し，純資産における変化と把握した上で「その変化は認識
のために十分に確定的で客観的になる以前に生じているということを意味する」（Windal 
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1961b, p.250）として，確定的で客観的になる以前の変化の存在，つまり実現されていな
い利益部分を明確に意識しているのである。これゆえ，Windalの所論は AAA1957年改訂
会計原則を深化させたものであると言えよう。 
Windalはこの理解を基礎としながら，実現概念の拡張に触れる。勘定への記載の時点決
定装置であり選別装置でもある実現規準は，将来においてその実体は変化するものである
ことを指摘するのである（Windal 1961a, pp.89-90; 1961b, pp.257-258）。 
 
〔図－5〕実現概念の拡張イメージ 
一般的利益 一般的利益 
実現利益 実現利益 
 
Windalの言を借りると，「今日考えられていることが，明日も確定的と考えられるかど
うか疑わしい」（Windal 1961a, p.89）のであり，客観的であるとか確定的であるという
のは，その時の環境に左右されるものであるとする。例えば，「さらに安定的で，予測可
能な経済システムが，価値の増減に関しての確定性や客観性を確立するのに役立つ。もし
も，会計専門家がそれらの永続性や測定可能性に関して満足するなら，確かに，販売前に
これらの項目の認識を妨げるものは何もない」（Windal 1961a, p.89）として，認識規準
たる実現規準の拡張による実現利益の拡張可能性について言及している。このような意味
でWindalは，実現概念を「硬直したものでなく」（Windal 1961a, p.89），「時代に適
応できる非常に柔軟な概念」（Windal 1961a, p.89; 1961b, p.258）とそのフレキシビリテ
ィを高く評価するのである。 
しかしながら，ここで留意しなければならない点がある。実現概念を拡張していき，そ
れに伴い，実現利益が Windal のいう一般的利益に近づいていくということは，意味のあ
ることなのであろうか。会計上の実現利益が一般的利益に近づいていくということは，法
的な実現利益も一般的利益，すなわち経済的利益に近づいていくということにはならない
であろう。図示すると次のような状況が想定できる。 
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〔図－6〕実現概念の拡張と法的利益 
一般的利益 一般的利益 
会計的実現利益 
実現利益 法的実現利益 
 
すなわち，実現概念の拡張等により，会計的実現利益と法的実現利益には上図に見るよ
うに差異が生じてくる。つまり，拡張された部分が法的実現概念を構成するかどうかとい
うことである。資金的な裏づけを求める処分可能利益たる法的利益と拡張された会計的実
現利益は同一水準ではなくなるということである。このような点において，会計的実現利
益の持ちうる「利益の意味」を吟味することが重要となる。 
実現概念の拡張を通して会計的実現概念の範囲が広がると考えると〔図－5〕に見るよう
にとらえることができるが，利益計算アプローチの観点からは，逆に〔図－5〕では，誤解
を招く恐れがある。すなわち，資産負債アプローチに基づいて計算された利益部分が追加
的に計算されているということも考えられうる。単なる収益・費用アプローチに基づく実
現利益の拡張ではないケースも考えられうる。現在においてこのような例として表出して
いるケースが，いわゆるその他の包括利益10）と呼ばれる区分に含まれる様々なものである。 
以上検討してきたように，Windalの利益概念は基本的には AAA1957年改訂会計原則に
依拠しており，その具体的な測定面においては実現概念の精緻化を通して，AAA1957年改
訂会計原則を深化させたものと言える。しかし，その一方で，将来の実現概念の拡張可能
性に触れることで，多元的評価論や，現在の包括利益等に通じるより具体的な「萌芽」の
形態を見出すことができる。 
 
 
注） 
1) Windal は，その著書（Windal 1961a）の中で，Mautz 教授に謝辞を捧げていることからも判るよ
うに，Illinois大学においてMautz教授の指導（博士論文）を受けてきた訳であり，少なからず影響
を受けていると思われる。 
2) AAA1957年改訂会計原則を端緒とする実現概念の変化を収益・費用観（アプローチ）の変化と関係
付けて文献史的に考察し，計算構造に言及した先行研究として北山 （1991b）がある。 
3) Windal（1961a, pp.1-2; 1961b, p.250）では，AAA1957年改訂会計原則による実現の定義以前の代
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表的な実現の定義として次の 3つのケースをあげている。 
「具体的な場合には，実現のテストは次のような質問で見つけられる。：通常の出来事の場合には，
商品の譲渡によって現金もしくは資産が増加するか。現金に変換されるもの，例えば，現金を獲得す
るために，さらなる販売を必要とするものであるのか」（Gilman 1939, p.102）。 
「実現する：・・・受領時に当座資産として分類される資産と交換すること，もしくはすぐに当座資
産に変換できる財産と交換すること」（Kohler 1952, p.354）。 
「収益は，製品の現金や他の確かな（valid）資産への変換で実現される」（Paton and Littleton 1940, 
p.46）。 
4) 実現されていない利益とは，いわゆる未実現利益，実現可能利益を指すものと考える。しかし， 
Windal（1961a; 1961b）は，直接このような用語は使用していない。 
5) 経済学の文献ではしばしば incomeという用語が認められる。この incomeは通常「所得」と訳され
ることが多いようであるが，本稿では，敢えて統一性を持たせるために「利益」として用いることと
する。 
なお，会計学的見地から見た経済的利益概念を整理した先行研究として辻山（1991, 13-72ページ）
や由井（1995, 1-21ページ）がある。 
6) Windal は，米国における法律上の概念を，判例に依拠しながら説明している（Windal 1961a, 
pp.22-34）。なお，法的利益概念に言及した先行研究として辻山（1991, 153-225ページ）がある。 
7) BowersとMayの定義は，次のようなものである。 
「実現されない利益は，一般的には全然，利益であるとは考えられていない」（Bowers 1941, p.139）。 
「今日，会計の標準的公準の中では，利益は「実現された」利得であり，それゆえ，利益は源泉とな
っている収益が実現される時に現れるものである」（May 1948, p.108）。 
8) Windalは，「一つの全体的に首尾一貫した理論のために」（Windal 1961a, p.36）と述べるに留ま
っている。この場合の首尾一貫した理論とは，実現概念を収益だけに留まらせず，費用等にも実現概
念を適用させるという意味で用いられていると解釈できる。 
9) Windalは，いつ収益や利益を認識するかについて，実現規準が果たす機能を指して「認識時点決定
装置」（a timing device）と呼び，何が収益や利益として記録される項目となるのかについての質的
管理を果たしているとして「選別装置」（a screening device）と呼ぶ。 
10) 斎藤（2001）によれば，その他の包括利益を「ゴミ箱のようなカテゴリー」と評し，「包括利益の
開示が求められるのは，その概念に理論的な意味があるからでもなく，その情報が投資家にとって有
用だからでもない。それは，企業の成果として投資家の予想形成にフィードバックされる実現利益の
開示とは別に，資産や負債の評価にも独自の意味を与えようとした結果でしかない」（斎藤 2001, 
p.218）と述べている。この指摘は，本論分でとりあげている実現利益と一般的利益の乖離部分に相
当する具体的処理面に関しての現行の問題点を指摘するものである。 
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Ⅳ むすびに代えて 
 
近年，会計理論は，収益・費用アプローチから資産・負債アプローチへ移行してきたと
言われている。ところが，全てが一瞬にして変わってしまったのではなく，その一部が変
化しつつあるだけである。換言すると，変わらずに支持され続けてきた部分が存在してい
るということである。この支持され続けてきた不変的な部分にこそ会計理論を構成するエ
ッセンスが含まれていると考えられる。 
本稿では，新会計基準が適用されてきた近年の理論的背景を解明するために，米国会計
学会（AAA）1957年改訂会計原則と，これを深化させたWindalの所論をとりあげてきた。 
この検討過程を通して，AAA1957年改訂会計原則が提示する利益測定構造が，資産・負
債アプローチを貫徹させたものとは言えず，収益・費用アプローチとのハイブリッドな概
念フレームワークを提示していることを明らかにしてきた。また，現行会計諸基準もその
実態は同じく資産・負債アプローチと収益・費用アプローチとのハイブリッドな関係を有
していることは周知のことである。それゆえ，AAA1957年改訂会計原則を現行会計諸基準
におけるフレームワークの萌芽とみなすことができたわけである。さらに，AAA1957年改
訂会計原則が当時の会計実務に対して発揮しようとした指針性に加えて，萌芽形態である
ことを認めることにより，現代に至る会計概念フレームワークの進展過程における指針性
も指摘できる。したがって，現行会計諸基準におけるフレームワークを批判的に検討する
上でも，AAA1957年改訂会計原則を詳細に再検討してきた価値は充分にあったわけである。 
このように、本稿では，資産・負債アプローチの萌芽形態である AAA1957 年改訂会計
原則を採り上げたわけであるが，当然，AAA1957年改訂会計原則も，変化における一つの
通過点であったと見ることもできる。Mautzは，当時の会計実務に対する AAA1957年改
訂会計原則の指針性を呈示する中で，「（AAA1957年改訂会計原則の）貢献できることの
ほとんどは，以前に行われた成果を統合したものや，調和させたものである」（Mautz 1957, 
p.551）と述べている。したがって，AAA がそれ以前の種々の成果をまとめた上で公表し
たのが 1957 年改訂会計原則であり，当然に，その源流を探求すべく時代を遡ることによ
り，新たな知見が得られるはずである。そこで，今後の課題としなければならないのは，
過去から現在にと徐々に変わりつつある会計基準や，その中で用いられている概念の変遷
を今一度跡付け，現行の会計諸基準におけるフレームワークも説明でき，今後も支持され
えるようなエッセンスとして認められる核となるものを把握していくことである。 
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また本稿では，AAA1957年改訂会計原則の全てに資産・負債アプローチが貫徹している
わけではないことを指摘してきた，その実態としては，一部，収益・費用アプローチ的な
部分を残していたわけである。これをもって理論的矛盾と批判するのではなく，このよう
な概念フレームワークこそが不変的部分でもあり，会計理論のエッセンスを構成するもの
であると考えている。 
全体としての変化の中に不変的な部分を見出し，これをもって会計理論のエッセンスを
抽出検討しようとする分析手法をとる本稿では，以上の検討から得られた含意として，次
の諸点を指摘しておきたい。 
第一に，収益・費用アプローチの中に，本来会計理論が内包すべきエッセンスが含まれ
ているのではないかと考えられるという点である。本稿の冒頭でも触れたように，収益・
費用アプローチと親和性の高い取得原価主義会計は，その「意味－力」を失っていず，逆
に会計理論のエッセンスを構成する部分を有している可能性が高いのである。したがって，
近年のオランダ会計実践における取得原価主義会計への回帰現象も，資産・負債アプロー
チを基盤とする有価証券への時価評価の導入などという流れの中では説明できないものの，
収益・費用アプローチの中に，会計理論のエッセンスが含まれていると考察することによ
り，この回帰現象の一端も説明できるのではないであろうか。この点において新たな課題
となるのは，エッセンスそのものの検討と同時に，今度は大きく変動している部分の検討
であろう。何ゆえ会計理論は大きな変動を繰り返し，変化している部分の理論的脆弱性は
どこにあるかを抽出することである。 
第二に，会計概念フレームワークとしては，資産・負債アプローチと収益・費用アプロ
ーチについて，これらを対立概念として捉えるのではなく，並存する形態，すなわちハイ
ブリッド形態そのものが一つのフレームワークと考えられるのではないかという点である。
このような視点に立つと，資産・負債アプローチと収益・費用アプローチを，何か統合し
たものとして再構築できないかという新たな課題が生まれてくる。これらについては，今
後の課題とし，それぞれ稿を改めて検討していきたい。 
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